
「いじめ対策等検討会議第１回委員会」

を開催しました

県内のいじめ等の現状を緊急事態と認識し、

学校、保護者、地域が一体となっていじめか

ら子どもたちを徹底して守る体制づくりのた

め、いじめ対策等を検討する会議の第１回委

員会が12月18日(火)に開催されました。

委員は大学教授や教育関係者で構成され、

第１回委員会では県内のいじめ問題の現状と

対策の検討と今後に向けての論点整理が行わ

れました。

県基本方針のガイドライン（マニュアル）

の活用方法等の見直しや、いじめ問題対策プ

ログラム、自殺予防及びＳＮＳの適正利用に

かかる教育プログラムの検討を行います。検

討会議は今後月に１回程度開催される予定で

す。

現在、県教育委員会では、全ての県立学校

において、各校による自己点検に加え、学校

訪問指導を10月より順次実施するとともに、

市町村立学校の生徒指導体制の再点検を市町

村教育委員会を通じて依頼する等、いじめ対

策の総点検を進めています。

総点検の結果や「いじめ対策等検討会議」

の状況については、教育月報３月号に掲載い

たします。

「いきいきわくわく科学賞2018」の表

彰式が行われました

「第54回新潟県児童生徒科学研究発表会

いきいきわくわく科学賞2018」（新潟日報社主

催、県教育委員会・新潟市教育委員会共催）

が、新潟県地区理科教育センター連絡協議会

と新潟市立総合教育センターの協力のもと開

催され、12月15日(土)に表彰式が行われまし

た。

「いきいきわくわく科学賞」は、小学生、

中学生を対象とし、各市町村等で行われる科

学研究発表会（1,288作品）から１次審査会

（326作品）、２次審査会（158作品）を経て、

最終審査会（36作品）で各賞が決まります。

表彰式では、各賞の表彰後、新潟県知事賞

受賞者が研究についてのプレゼンテーション

を行いました。どの受賞作品も、生活の中か

ら生じた素朴な疑問を出発点に、時間をかけ

て粘り強く研究を続けた力作ぞろいでした。

【新潟県知事賞プレゼンテーションの様子】

第828号 平成31年１月４日 新潟県は一人一人を伸ばす教育を推進します (1)

第828号
平成31年１月４日発行

編集人、発行人
新潟県教育委員会1 月号

＜今月号の記事＞ 対象校種
１：教育ニュースライン Ｐ１ 全種
２：「拓け未来の新潟 第12回教育フォーラム」について Ｐ２～３ 全種
３：本県におけるいじめ、不登校、暴力行為等の生徒指導上の

諸課題について Ｐ４～８ 小中
４：第34期社会教育委員の会議「審議のまとめ」について Ｐ９ 全種
５：インフォメーション Ｐ10～11 全種>

教 育ニュースライン 県教育に関する最新ニュースをお知らせします。



来る２月22日（金）、「拓け未来の新潟 第

12回教育フォーラム」を開催します。

午前は「カリキュラム・マネジメント」を

テーマに、新学習指導要領に対応した教育実

践に向けた基本的考え方についての講演を、

午後は新潟県教育の喫緊の課題について扱う

８つの分科会を企画しました。下記を御覧い

ただき、是非、御参加ください。

１ 概要

県立教育センターで実施している調査・研

究の発表と協議、日々進められている各種実

践研究の成果普及、そして教育に関する講演

会をとおして新潟県教育の方向性を考えてい

きます。

(１) 対象

幼・小・中・高・中等教育学校・義務

教育学校・特別支援学校の教職員及び教

育委員会関係者

(２) 内容

講演会及び分科会（８分科会）

(３) 参加予定人数 350人

(４) 会場 県立教育センター

(５) 期日 平成31年２月22日（金）

(６) 日程

９:30～ 受付

10:00～10:15 開会

10:15～12:00 講演会

13:00～16:00 分科会

(７) 申込み方法

各学校・園や教育委員会に別途配付さ

れた案内を御覧いただき、お申し込みく

ださい。

２ 講演会について

甲南女子大学教授の村川 雅弘氏をお招き

し、「新学習指導要領が目指す授業と学校～カ

リキュラム・マネジメントの視点をもって～」

と題してお話をお聞きします。近年、重視さ

れているカリキュラム・マネジメントの視点

から学校運営の方向性を考える絶好の機会に

なります。

甲南女子大学人間科学部

むらかわ まさひろ

村川 雅弘 教授

経歴：鳴門教育大学助手、

助教授等を経て平成12年４

月鳴門教育大学教授就任。

平成29年４月より、現職及

び鳴門教育大学客員教授。

専門：「教育工学」（教師教育や授業研究、

教員研修）、「カリキュラム・マネジメント」、

「総合的な学習の時間」、「生活科」。

委員等：文部科学省『学習指導要領解説

総合的な学習の時間編（小学校・中学校）』

作成委員、同省「育成すべき資質・能力を

踏まえた教育目標・内容と評価の在り方に

関する検討会」委員、同省「中央教育審議

会初等中等教育分科会教育課程部会生活・

総合的な学習の時間ワーキンググループ委

員・中学校部会委員」、独立行政法人教員研

修センター（現独立行政法人教職員支援機

構）「カリキュラム・マネジメント指導者養

成研修」常任講師

学会：日本カリキュラム学会理事、日本

生活科・総合的学習教育学会理事

主な著書：「ワークショップ型教員研修は

じめの一歩」（教育開発研究所）、「カリキュ

ラムマネジメント・ハンドブック」（ぎょう

(2) いじめ見逃しゼロ県民運動 私たちはいじめを見逃しません 第828号 平成31年１月４日

「拓け未来の新潟 第12回教育フォーラム」について

教育センター
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せい）、「実践！ アクティブ・ラーニング

研修」（同）など。

３ 分科会について

新潟県の教育課題に取り組むプロジェクト

チーム及び各教科等チームを中心に８つの分

科会を開設します。以下に分科会の概要を紹

介します。

【分科会Ａ 学力向上推進】

Web配信集計システムを効果的に活用して

いる学校の取組と学力向上専門監配置事業

の取組についての事例発表を行います。ま

た、事例発表をもとに授業改善を進めるた

めの協議を行います。

【分科会Ｂ 特別支援教育の推進】

通常学級における特別支援教育の在り方

と校内支援体制づくりをテーマに、インシ

デントプロセス法によるケース会議の取組

や学びのユニバーサルデザインを自校スタ

ンダード化する取組等、校内支援体制づく

りの実践例を紹介します。また、協議では、

インシデントプロセス法の体験を行います。

【分科会Ｃ 教育相談】

いじめ見逃しゼロの実現のためには、いじ

めの認知について、教員による正しい理解

が不可欠です。教員を対象として、いじめ

への認識に関する調査研究を行い、その結

果を報告します。その後、平成29年度学校

カウンセリングリーダー養成講座修了者に

よる実践発表を行います。

【分科会Ｄ 英語教育の推進】

「グローバル人材育成に向けた授業改善」

について、小・中・高等学校及び関係機関

が連携して取り組んできた「十日町ハブス

クール事業」についての発表を基に、英語

教育推進についての協議を行います。

【分科会Ｅ ＩＣＴ活用の推進】

小学校プログラミング教育の推進に向け

て、中学校技術・家庭科（技術分野）の教

員をメンターとした実践協力校の取組を紹

介します。また、大学教授による講義・演

習では、プログラミング体験も予定してい

ます。

【分科会Ｆ カリキュラム・マネジメント

の推進】

昨年度の研究の終

着点である「ＣＭＮ

（カリキュラム・マ

ネジメント新潟モデ

ル）分類表」と、新

学習指導要領総則 【実践協力校での職員研修】

より、「ＣＭＮチェックリスト2018（小・

中・高）」を試作し、協力校（３校）による

実装を行いました。

分科会では、協力校による実践発表と、

その後のグループ協議をとおして、チェッ

クリストの効果の検証、活用方法の検討、

内容の更新を行います。

【分科会Ｇ 主体的・対話的で深い学びの

推進】

「主体的・対話的で深い学び」の視点か

らの授業改善について、実践ポイントの紹

介や小・中・高等学校の実践協力校の発表、

授業改善アンケー

ト結果分析の発表

等を行います。

また、高大接続

改革を見据えた授

【実践協力校での研究授業】業改善のための校

内研修案を提案します。

【分科会Ｈ 教育機関との連携】

「未来を担う子どもたちを育てる学習集団づ

くり・小中高大接続」

先の見えない時代を生きる子どもたちを育て

る教育について考える講義・演習です。（上越

教育大学による分科会です。）

年度末の御多用な時期ですが、講演会のみ、

あるいは分科会のみの参加も可能です。お誘

い合わせの上、多くの皆様の御参加を心から

お待ちしています。
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文部科学省は10月に、平成29年度「児童生

徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題

に関する調査」の結果を公表しました。

本号では、この調査結果を踏まえ、本県の

生徒指導上の諸課題の現状、対応や未然防止

に向けた取組について述べます。

１ いじめの認知件数

本県の国公私立小・中学校における、いじ

めの認知件数は、小学校で14,882件（前年度

7,921件）、中学校で2,339件（前年度1,785件）、

合計17,221件（前年度9,706件）となり、平成

28年度から7,515件増加しました（図１）。中

学校（前年度比1.3倍）に比べ、小学校（前年

度比1.9倍）の増加が顕著となりました。

【図１ 本県のいじめの認知件数の推移（国立私立小・中学校）】

国公私立の全校種を含めた児童生徒1,000人

当たりの認知件数は74.6件（前年度41.6件）

と大幅に増加しました。これは、法に基づい

た各校のいじめ対策組織が機能したことや、

各学校での研修等によりいじめを見逃さない

意識が浸透したこと、定期的な教育相談や面

談による実態把握を進めたこと等、積極的な

認知に努めた結果によるものととらえていま

す。
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いじめの様態としては、冷やかしやからか

いなどの軽微ないじめに加えて、ネットトラ

ブルをはじめとしたいじめも増加傾向にあり

ます。

県全体の「いじめの解消率」（表１）は、前

年度に比べ低下しましたが、解消率は一つの

目安であり、安易に解消したとせず再発の可

能性も考慮しながら丁寧に対応していること

の表れととらえています。

【表１ いじめの解消率 国公私立全校種】

解消済 取組中 その他

Ｈ28年度 91.9% 7.5% 0.6%

Ｈ29年度 89.5% 10.3% 0.2%

＊「その他」は、いじめの問題による就学校の指定変更、

転学や退学等

２ いじめの発見のきっかけ

【表２ いじめの発見のきっかけ 国公私立全校種】

28年度 29年度

学校の教職員等が発見 59.0% 69.8%

学校の教職員以外からの情報により発見 41.0% 30.2%

アンケート調査など学校の取組 45.5% 60.2%

児童本人からの訴え 22.0% 16.7%

本人の保護者からの訴え 11.5% 9.0%

児童生徒(本人を除く)からの情報 5.4% 3.6%

学校の教職員等が発見した割合は昨年度よ

り増加しており、学校が積極的な認知に努め

ていることが分かります（表２）。

いじめの発見のきっかけで「アンケート調

査など学校の取組」が、約15％割合が増加し

ました。多くの学校で実施しているアンケー

ト調査において、調査内容や実施方法を工夫

し、いじめの早期発見に役立てている学校が

増加していることも分かります。

本人以外の他の児童生徒からの情報による

発見が少ないことから、いじめの当事者以外

の観衆・傍観者を支援者に育てる指導と集団

づくりが必要です。

本県におけるいじめ、不登校、暴力行為等の生徒
指導上の諸課題について

義務教育課
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１ いじめの未然防止に向けて

いじめの未然防止には、全ての教育活動を

通じ道徳教育及び体験活動、人権教育、同和

教育の充実を図り、いじめに正面から向き合

い「いじめをしない、いじめを許さない、命

を大切にする」態度を形成するなど、児童生

徒の社会性を育成し、人権感覚を養うことが

重要です。

■児童生徒の主体性を発揮した社会性育成

の取組（社会性の育成状況の把握と指導内容の改善）

■児童生徒がいじめ問題を自分のこととし

て捉え、考え、議論する道徳の推進

■自他の命を大切にする意識の醸成を図る

同和教育を中核にした人権教育の推進

上記の取組は、教育計画や年間指導計画に

基づいて着実に実践することは勿論ですが、

毎日の授業を最大の生徒指導場面と捉えて、

いじめを生まない環境づくりの取組が最も重

要です。

２ いじめの早期発見・即時対応に向けて

けんかやふざけ合いに見える行為でも、見

えない場所で被害が発生している場合があり

ます。ささいないじめの兆候や懸念がある場

合には、拙速に判断することなく丁寧な見取

りや聴き取りなど親身な対応が必要です。児

童生徒が感じる被害性に着目し、いじめに該

当するか否かを組織として判断することが大

切です。

また、日ごろから児童生徒との信頼関係を

築くとともに児童生徒がいじめを訴えやすい

体制や環境の整備を図るようにお願いします。

■いじめの定義を正しく理解し、認知漏れ

を防ぐこと

■アンケート調査の内容や方法の工夫及び

適時性のある教育相談の実施、電話相談

窓口やＳＮＳ相談等の周知

■保護者や地域の方々との連携による見守

り体制の強化

■「いじめ見逃しゼロ県民運動」を中心と

する保護者・地域への啓発活動の推進

■認知力・指導力の向上を図るための研修

の充実

・いじめの兆候に気付く感性を磨き、「背

景にいじめがあるのではないか」とい

う想像力を高めること

・専門的知識に基づく指導

３ いじめへの対処

いじめは単に謝罪をもって安易に解消した

とすることはできません。以下に示すいじめ

解消の要件に照らすとともに他の事情も勘案

して適切に判断することが重要です。

■いじめに係る行為が相当期間止んでいる

こと（相当期間とは、少なくとも３か月を目安とする｡）

■いじめを受けた児童生徒が心身の苦痛を

感じていないこと（被害児童生徒及びそ

の保護者に面談等により確認する｡）

いじめが解消に至っていない段階では、被

害児童生徒を徹底的に守り通すための対処を

お願いします。

また、いじめの加害児童生徒が二度といじ

めをしないように成長させることと、自らの

行為をしっかりと振り返らせ、責任をとらせ

ることも適切な対処です。

４ 基本方針に沿った組織的対応の推進

いじめの対処に組織的対応が求められる背

景には、教職員の抱え込みにより重大事態に

至った事案の増加があります。その多くは、「自

分が解決しなければ・・・」「迷惑はかけられ

ない・・・」等、熱心であればあるほど落と

し穴にはまることがあります。いじめ防止対

策推進法第23条の学校における「いじめに対

する措置」の再確認をお願いします。

基本方針の内容の周知と共通理解を図り、

組織的に対応していくことが大切です。

■国や県のいじめ防止基本方針の改定、学

校評価の結果等を受けて、内容の見直し

と改善を図ること

■生徒指導上の情報を共有するための時間

と場を確保し、実効性のある取組を展開

すること
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５ いじめの「重大事態」への対応

いじめの重大事態が発生した多くの学校が、

「まさか私の学校で・・・」と思うものです。

いじめは、どの子にも、どの学校でも起こ

り得るものであるように、いじめの重大事態

も同じです。

（１）いじめの「重大事態」とは

いじめ防止対策推進法第28条に次のように

定義されています。

いじめにより生命、心身又は財産に重大

な被害が生じた疑いがあるとき

・児童生徒が自殺を図った場合、身体に重大な傷害

を負った場合 等

いじめにより相当の期間学校を欠席する

ことを余儀なくされている疑いがあるとき

・「相当の期間」とは年間30日を目安とするが、一定

期間、連続して欠席しているような場合には、この

目安に関わらず、迅速に対処する必要があります

（２）いじめの重大事態における学校の対応

いじめの重大事態には、誠意をもって対応

することが何よりも大切です。

〇重大事態は、事実関係が確定した段階で

対応を開始するのではなく、「疑い」が

生じた段階で調査を開始しなければなら

ないこと

〇被害児童生徒や保護者から申立があった

ときは、重大事態が発生したものとして

報告・調査等に当たること

学校は重大事態が発生した場合には、速や

かに設置者（教育委員会）に発生報告をしま

す。そして、設置者からの指導・助言を受け

ながら調査を行います。

いじめの重大事態の調査主体は、学校とな

る場合と、学校の設置者の場合があります。

学校の設置者の場合には外部の第三者を構成

員とした組織となります。

いずれの場合にも、調査を開始する前に、

被害児童生徒と保護者に対して丁寧に説明を

行うようにすることが大切です。

また、調査結果は、教育委員会の指導の下、

個人情報保護条例をふまえ提供していくよう

お願いします。

本県の国公私立小・中学校における不登校

児童生徒数は、在籍児童生徒総数が減少する

中、小学校560人（H28：474人）、中学校1,759

人（H28：1,717人）、合計2,319人で、前年度

より128人増加しました（図２）。

【図２ 本県の不登校児童生徒数の推移】

本県の小学校の不登校児童数は、25年度以

降増加が続いています。中学校の不登校生徒

数は27年度に一旦減少したものの28年度から

増加に転じました。

不登校数の増加の要因として、学業不振、

家庭環境、友人関係がうまくいかないことな

どにより、不安や無気力の傾向が高まり、不

登校につながったことが考えられます。

本県の1,000人当たりの不登校児童生徒数は

小学校5.0人、中学校30.0人と増加傾向にあり

ます（図３）。

【図３ 本県の1,000人当たりの不登校児童生徒数】
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不登校児童生徒の欠席日数の状況は、小学

校で約４割、中学校で約７割の不登校児童生

徒の欠席日数が90日を超えています。不登校

が長期化していることが分かります（図４）。

【図４ 本県の不登校児童生徒の欠席日数別割合】

学習指導要領の改訂に伴い小・中学校学習

指導要領解説（平成29年６月）に、初めて、

不登校児童生徒への配慮について記載されま

した。

・不登校を「問題行動」と判断してはなら

ないこと

・登校という結果のみを目標にするのでは

なく、社会的に自立することを目指す必

要があること

上記のことをふまえて、社会的自立を目指

す観点から、個々の児童生徒の実態に応じた

情報の提供その他の必要な支援を行う必要が

あります。以下にポイントを示します。

１ 未然防止

学校がすべての児童生徒にとって居場所と

なっていることが重要です。不登校の未然防

止には、何よりも、児童生徒が学校に来るこ

とを楽しいと感じる「魅力ある学校づくり・

学級づくり」が肝心です。児童生徒が集団生

活をとおして互いの「絆」を深め、社会性を

はぐくみ、自己存在感や充実感を感じられる

よう温かな取組が重要です。

２ 初期対応

不登校は、長期化すると状況が複雑化・深

刻化し、対応が困難になるケースが見られま

32%
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56%
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1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

小学校

欠席30日以上 欠席90日以上

出席10日以下 出席0日

す。不登校のサインを早期に発見し、欠席の

初期段階からの組織的な対応が大切です。「子

どもとともに１・２・３運動」の確実な実施

をお願いします。

「子どもとともに１・２・３運動」

１日目：欠席家庭に連絡し、保護者又は本人

から状況を聞く。（方法は問わない）

→ 気になったら即、家庭訪問

２日目：児童生徒の具体的な状況を電話等に

より把握する。

→ 気になったら即、家庭訪問

３日目：家庭訪問

～保護者、本人の話をよく聞きましょう～

３ 自立支援

＜不登校支援委員会の開催＞

不登校の児童生徒一人一人について、「どの

ような状況であるか」「どのような支援を願っ

ているか」「どのような支援を行えるか」等を

本人、保護者、担任等、様々な点から検討し、

対応方針を共通理解して、支援の内容や方法

について合意形成を図ることが大切です。

＜校内適応指導学級の設置と運営の充実＞

不登校及び不登校傾向の児童生徒の心の支

えになる「居場所」があることは、再登校や

教室復帰のための足がかりとして有効です。

一人一人の状況に応じた指導や支援を行う「居

場所」づくりは、全校体制で組織的に運営し

ます。

＜関係機関との連携による教育機会の確保＞

不登校が長期化し、対応が困難な事例が増

加しています。学校は、積極的に不登校支援

を行う行政（適応指導教室、訪問指導等を含

む）、民間の団体（フリースクールなど）と連

携して、指導や支援にあたる必要があります。

県教育委員会も連携を推進しています。

【写真 不登校連携フォーラム】
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暴力行為の発生状況

本県の国公私立小・中学校における暴力行

為の発生件数は、調査開始以降、平成29年度

は1,958件で、最多となりました（図５）。

【図５ 本県の暴力行為発生件数の推移】

その内訳は、小学校における暴力行為の発

生件数が1,104件(H28：1,035件)となり前年度

より69件増えています。中学校における発生

件数は854件(H28：846件)と８件増加しまし

た。

【表３ 本県の暴力行為の形態別発生件数】

対教師 生徒間 対人 器物損壊

Ｈ29
小学校 349 651 12 92

中学校 57 496 4 297

Ｈ28
小学校 152 792 2 89

中学校 42 536 9 259

小学校における暴力行為の形態別では、「生

徒間暴力」が59.0％と全体の６割を占めてい

ます。29年度の顕著な特徴として「対教師暴

力」が31.6％と、発生件数も前年度の2.3倍と

大幅に増加しています。また、対人暴力も前

年度の６倍に増加しています。

中学校は、「生徒間暴力」が58.1％、「器物

損壊」が34.8％を占めています（表３）。

暴力行為の発生件数の増加の要因として、

感情をうまくコントロールできず、暴力行為

に至る小学生の増加が考えられます。また、

特定の児童生徒が繰り返し、暴力行為の加害

になる非行事故報告も増加しています。

暴力行為の発生の背景には、児童生徒を取

り巻く学校や家庭環境、本人の特性などが複

雑に絡んでいると考えられます。

＜未然防止のために＞

一人一人の児童生徒の心に寄り添い児童生

徒理解に努め、学校教育の場だからできる適

切なアセスメントをもとに「自己有用感」を

涵養することが重要です。

＜適切な初期対応＞

複数の教職員による当事者（被害者と加害

者）への対応と援助、正確な事実関係の把握

をした上での対応等に留意する必要がありま

す。加えて、保護者からの情報提供（訴えを

聴く際）の対応もカギです。保護者の気持ち

を受け止めるよう傾聴することが不可欠です。

＜毅然とした対応＞

児童生徒の内面に迫る指導を行うとともに、

迅速かつ的確で毅然とした対応とあわせて、

法的な視点でとらえ直すことも大切です。

＜組織的な指導体制＞

特に小学校の生徒指導体制の見直しが急務

です。管理職の指導の下、生徒指導担当を中

心に指導内容について教職員間の合意形成や

児童の情報共有を進めるとともに、中学校区

での生徒指導にかかる取組の充実が大切です。

今年度の学校教育の重点「いじめをしない、

許さない、命を大切にする意識の醸成」の達

成に向け、「道徳教育」「人権教育、同和教育」

そして「特別活動」の取組をお願いしました。

楽しいことは人に言えば倍になる、つらい

ことは人に話せば半分になる、といわれます。

児童生徒主体の「特別活動」を工夫し実施す

ることにより、信頼できる仲間が増えると、「嬉

しい」や「楽しい」「悲しい」「悔しい」とい

った感情を仲間同士で共有しやすくなります。

教職員の組織も同じです。“チーム学校”とし

て、個と組織のパフォーマンスをあげ、家庭

や地域と連携しながら児童生徒の健全育成に

努めていきましょう。
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県の社会教育委員は、社会教育法に基づき、

社会教育に関して教育委員会に助言をしたり

意見を述べるために設置されるもので、17名

の委員で構成されています。

第34期新潟県社会教育委員の会議では、「公

民館を活用した生涯学習の推進について」を

テーマに、２年間

にわたり審議を重

ね、９月13日（木）

に鈴木議長から教

育長に「審議のま

とめ」の報告があ

【手交式の様子】 りました。

公民館は、地域住民のために社会教育を推

進する拠点施設として中心的な役割を果たす

場所です。また、公民館は仲間同士が「つど

う」「まなぶ」「むすぶ」ことを促し、人づく

り・地域づくりに貢献しています。会議では、

これまでの公民館が果たしてきた役割を大切

にしつつ、その上で地域住民からの新たなニー

ズに対応しながら、公民館活動への再評価、

発展につなげていくことを期待するとともに、

そのことが明日の地域づくりにもつながると

考え、次の時代に向けた人材育成・地域づく

りのヒントとなるようまとめられています。

１ 審議テーマと検討の背景について

公民館は、地域における学習機会の提供、

自発的な活動の支援、学習成果活用の場とし

て重要な役割を担っています。しかし、近年

は施設の老朽化に伴う統廃合、コミュニティ

センターへの移行、指定管理者制度の導入、

予算・職員の削減等、公民館を取り巻く状況

は大きく変化してきています。また、公民館

数、利用者数のいずれもが減少傾向にあり、

女性を中心とした高齢者の利用者が多い一方、

男性や若者の利用が少ない傾向にあります。

これらの現状と課題を踏まえ、「学習成果、家

庭教育、子ども読書活動、防災・減災、福祉、

学校・家庭・地域連

携、地域課題」の観

点から、先進的取り

組みを行っている公

民館に聞き取り調査

【会議の様子】 を行いました。

２ これからの公民館に期待される役割

公民館は社会教育・生涯学習の中核的機関

であり、学校や関係機関を結ぶ拠点です。ま

た、講師等への信頼度が高く、比較的安い費

用で住民ニーズに応じた学習機会の提供が期

待されています。また、公民館が担う事業の

範囲は広く、家庭教育や学校・地域連携など、

今後の社会教育・生涯学習を見据えた多様化

が求められています。

近年では、公民館とコミュニティセンター

が、両者を併設し、連携して事業を実施して

いる施設等、多様な運営形態が見られます。

公民館とコミュニティセンターは共存・補完

し合う関係であり、それぞれの施設を地域の

コミュニティづくりや課題解決のためにどう

機能させるかが今後より大切となっていきま

す。

「審議のまとめ」は各市町村で御活用いた

だけるよう、市町村の社会教育委員及び、教

育委員会、各公民館等に配布しました。内容

については、県のWebページでも御覧いただけ

ます。http://www.pref.niigata.lg.jp/syogaigakushu/

本審議のまとめが、次の時代に向けた、人

材育成・地域づくりのヒントとなることを期

待しています。

第34期新潟県社会教育委員の会議
「審議のまとめ」について

生涯学習推進課
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●県立近代美術館 （長岡市）

改修工事のため休館しています
【2019年８月（予定）まで】

現在、新潟県立近代美術館は改修工事のた
め全面休館しています。
休館期間中は学校団体の鑑賞及び職場体験

などは受付できませんので、御注意ください。

学校向けの「出前講座」について

休館期間中も、美術の鑑賞に関わる内容を
中心に、学芸員が学校に出向いて授業を行う
「出前講座」を承っています。

今、注目されている「対話型鑑賞」を取り
入れた美術鑑賞の授業や、キャリア教育につ
ながる「学芸員の仕事」の紹介、郷土の作家
に関する話など、内容は御相談に応じます。
また、教員向けの「対話型鑑賞」の研修など
も承ります。

プログラムは、担当の先生と打合せの上、
作成いたしますので、御希望の期日の３ヶ月
前までに電話等で御相談ください。
講師料はいただきませんが、交通費のみ御

負担いただきます。

【「出前講座」連絡先】
新潟県立近代美術館（担当者 宮下）
TEL：0258-28-4112

【近代美術館全景】

※ＨＰで｢学芸日誌｣はじめました。
現在ホームページにて、コラムを連載して
います。主に休館中の活動の様子や美術品の
魅力等について当館職員がリレー方式で紹介
しています。どうぞ御覧ください。

●県立万代島美術館（新潟市）
「創立100周年 国画創作協会の全貌展」
大正７(1918)年、京都の若き日本画家たちによって

国画創作協会が創立されました。彼らは既存の日本画
の価値観にとらわれることなく、個性と創作の自由を
尊重し、生命感あふれる芸術の創造を目指しました。
日本絵画史上大きな役割
を果たした同協会の全貌
を紹介するこのたびの記
念展では、主要作家の土
田麦僊（佐渡出身）、小
野竹喬、村上華岳、野長
瀬晩花、榊原紫峰、入江
波光を中心に、約70点の
作品が一堂に会します。
新しい日本の絵画を生み
出そうとした100年前の
若者たちの挑戦をぜひ御
覧ください。 【岡本神草《口紅》1918年

京都市立芸術大学芸術資料館蔵】

○会 期 １月４日(金)～２月17日(日)
○休 館 日 １月７日(月)、15日(火)、28日(月)、

２月12日(火)
○開館時間 午前10時～午後６時

(観覧券の販売は午後５時30分まで)
○観 覧 料 一般1,200円(1,000円)

高校・大学生1,000円(800円)
中学生以下無料

※（ ）内は有料20名以上の団体料金です。
※障害者手帳、療育手帳をお持ちの方は観覧料が
免除になります。受付で御提示ください。

【関連イベント】
◆ワークショップ「発見！日本画のヒミツ」
○期 日 １月12日(土)
〈第１部〉午後２時～２時40分／万代島美術館

ロビー／申込み不要・参加無料
〈第２部〉午後２時50分～３時30分／万代島美術館

展示室／申込み不要・要観覧券
○講 師 永吉秀司氏（公益財団法人日本美術院地

域連携教育普及プログラム委員・新潟大
学教育学部准教授）

◆美術鑑賞講座「大正から昭和初期の日本画：国画創
作協会を中心に」
○日 時 １月26日(土) 午後２時～
○会 場 NICOプラザ会議室(朱鷺メッセ内万代島ビ

ル11階)
○講 師 池田珠緒(万代島美術館主任学芸員)
○その他 申込み不要・先着30名・聴講無料

◆作品解説会
○日 時 １月５日(土) 午後２時～
○会 場 万代島美術館 展示室
○その他 申込み不要・要観覧券

県立万代島美術館
住所 新潟市中央区万代島５-１ 朱鷺メッセ内
TEL 025-290-6655 万代島ビル５階
URL https://banbi.pref.niigata.lg.jp/



※ PDFファイルでご覧の方は、下線部（Webページﾞアドレ

ス）をクリックすると、直接該当Webページﾞへジャンプ

しますので御活用ください。Webページでも御覧ください。

バックナンバーも御覧になれます。

「教育月報」で検索してください。

第828号 平成31年１月４日 新潟県は一人一人を伸ばす教育を推進します (11)

発行所 新潟県教育庁総務課
所在地 〒950-8570

新潟市中央区新光町４番地１
電 話 025-280-5587 ＦＡＸ 025-285-3766
E-mail ngt500010@pref.niigata.lg.jp
Web版URL http://www.pref.niigata.lg.jp/kyoikusomu/
**本紙に関する御意見がありましたら、お寄せください**
＜無断転載を禁ず＞

●県埋蔵文化財センター（新潟市）
巡回展「縄文の造形美―六反田遺跡と

火焔型土器―」を開催します
糸魚川の海辺から姿を現した六反田南遺跡。縄文時
代中期の土器は流麗な造形美にあふれ、かたい蛇紋
岩で作られた石斧は特産品として県内外に流通しま
した。文化庁主催「発掘された日本列島 新発見考
古速報 2016」の主役として全国を縦断した六反田
南遺跡の出土品に、魚沼・村上・佐渡の火焔型土器
を加えた縄文の美と技をぜひ御覧ください。

【魚沼市正安寺遺跡の火焔型土器

（魚沼市教育委員会蔵）】

○会 期 ３月24日（日）まで
○時 間 午前９時～午後５時
○会 場 県埋蔵文化センター
○主 催 新潟県埋蔵文化財センター・村上市教育

委員会・魚沼市教育委員会・佐渡市教育委
員会

○観覧料 無料

「少年少女考古学教室」（第４回）を開催
します
遺跡から出土した土器や石器にふれ、様々な体験活動
をとおして古代の人々の知恵や生活を学びます。今回
は、縄文時代の編み物を観察して作り方を学び、編み
物作りや糸玉ミサンガ作りを体験します。考古学者を
目指そう！

【編み物を作ってみよう】

〇期 日 １月27日(日)
○時 間 午前９時～正午
○会 場 県埋蔵文化センター
○参加費 無料
○対 象 小学４年生～中学３年生
○定 員 20人（定員になり次第締切）
○申込み 電話・ＦＡＸ・メールで１月25日(金)まで

にお申し込みください。

県埋蔵文化財センターでは学校向けの教育支援プロ
グラムを用意しています。詳しくは下記ホームページ
を御覧ください。

新潟県埋蔵文化財センター
住所 新潟市秋葉区金津93番地１
TEL 0250-25-3981
E-mail niigata@maibun.net
URL http://www.maibun.net

まいぶんちゃん


